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⑤③
関自旅二第1545号の3

平成27年1月27日

一般社団法人全国個人タクシー協会関東支部長殿

,一一蓋－．x一宇垂エニ･呈畠･--､:-冒淫二一毛可卜

…輸局蕩扉
，毎基一君R－－－．2ざ一三一F-,皇4．雲毎J

準特定地域における適正と考えられる車両数について

標記について、

周知されたい。

別添のとおり公示したので了知されるとともに、傘下会員に対し

冊令閣弼
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※｢個人タクシー｣とは､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法第2条第'項に定める一般乗用旅客自動車運送事業('人'車制個人タクシーに限
る｡）である。

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人
タクシーに限る｡）の数である。

※｢個人タクシー｣とは､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法第2条第1項に定める一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限
る｡）である。

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人
タクシーに限る｡）の数である。

*1 .…･神奈ﾉl l県京浜交通圏の特定地域指定日は平成27年8月1日

東京都南多摩交通圏､千葉県京葉交通圏、同東葛交通圏、同千葉交通圏､埼玉県県南中央交通圏
及び栃木県宇都宮交通圏の特定地域指定日は平成28年7月1日

*l…･･東京都南多摩交通圏､千葉県京葉交通圏、同東蔑交通圏､同千葉交通圏､埼玉県県南中央交通圏
及び栃木県宇都宮交通圏の特定地域指定日は平成28年7月1日

埼玉県 県南中央交通圏 120 107 126 4.8 15．1

栃木県 宇都宮交通圏 47 42 61 23．0 31．1

千葉交通圏 212 189 266 20.3 28.9

埼玉県 県南中央交通圏 120 107 126 4.8 15．1

栃木県 宇都宮交通圏 47 42 61 23．0 31．1

－3－

平成31年4月11日一部改正



’ ！ 口
(別紙）

①法人タクシー

姿鍾÷（平均総司

､イヤー(道路運送
E通省告示第59号
寺措法第2条第9項
倍‘〕査崔1口、ワロ垣一

･ 365÷実1吻率

圏大臣が定めるE
区域にあっては、
/－を除いたもの
"一の必要車両淵

叉13年度実車率÷平均辿実11

四条第八項第三号の規定に基・
するハイヤーをいう｡以下同じ｡ ）
羽自動車からその他ハイヤー及
の室両教の乖離率奔用いて子0

向致）÷365÷実1効率

国土交通大臣が定める｜
ある営業区域にあっては
固人タクシーを除いたも’
,ハイヤーの必要車両数＃

号1刷耳聖I山j錘ノ

藍づき国士

｡）がある営
及び個人夕
r~子のｲﾙ】ノ、．

二f･｣;ﾘﾎもｽE1J己ヤ旧

童路運送法施行
第59号)第2号
条第9項に定め
7日現在の一般：
二加えて憧津1-オ

眼''第四条第八項第三号0

二規定するハイヤーをいう。
>事業用自動車からその他
1タクシーの車両数の乖離2
P＆､f7､了毒かス

豆める告示(平

=た一般タクシ
'同1．． 1の』以亜

没ク
1〃〕

‐
一
定

上
の
意

卯
個

卵
個引琿=秤0 向数は、将定地域指定日現在の法人タクシーの車

6ぴ下限ｲ直子れ亭れの乖離率房用いて筧市1‐た｡*､0

ン－にI収Oﾉの〕国止早I

圃正車両数の上限値及
クンーの早

窟市しか#､0

ダクンーにl坂心ﾉの週」

の滴正車両数の上脈

31上.mLnIn薮リノ輿XF濁槌4餓弼

(法人タクシー） (法人タクシー）

②そ0 のそり

’
千葉県

改正 現行

輸送需要量の算定 適正車両数の算定

平成25年度
総実車キロ

(京浜交通圏以
外は平成26年

平均対前
年度比率*1

平均総走行キロ
*2 ．

平成13年
度実車率

平均延実働

車両数*3

実働率

上限値*4 下限値*4

東京都 南多摩 36,582,853 0．98 80,469,862 0.49 394,727 0.80 0．92

千葉県 京葉

東葛

千葉

38，411，134

25,216,893

22,423,412

0．99

0．98

0.97

85,359,762

56,796,767

56,023,269

0．49

0.49

0．44

467,286

325,602

350,066

0．80

0.80

0．80

0．90

0．90

0．90

埼玉県 県南中央 54,510,155 0．99 119,539,940 0.48 739，011 0．80 0．90

栃木県 宇都宮 14,029,333 0.99 30,828,025 0．51 214,645 0．80 0．90

都道
府県

営業区域
(交通圏）

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在の

その他ハイヤー車両数

乖離率

上限*5 下限*5

千葉県 京葉

東葛

千葉

9

1

28

0.04

0．10

0．21

0．15

0．20

0．29

都道
府県

営業区域

(交通圏）

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在の
その他ハイヤー車両数

乖離率

上限*5 下限*5

神奈川県 京浜 40 0.10 0.22

京葉 9 0．04 0．15

東葛 1 0.10 0．20

－4－

平成31年4月11日一部改正



’

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

※｢平均対前年度比率｣、 「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*1．．…｢平均対前年度比率｣は､平成21年度から平成26年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2.…･｢平均総走行キロ｣は､平成22年度から平成26年度における総走行キロの平均値

*3． .…｢平均延実働車両数｣は､平成22年度から平成26年度における延実働車両数の平均値

*4．.…実働率の｢上限値｣は80%又は平成13年度値のいずれか低い数値

実働率の｢下限値｣は90%又は平成13年度値のいずれか高い数値

*5．.…乖離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

乖離率の｢下限｣は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

*l…．｡｢平均対前年度比率｣は､平成20年度から平成25年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

（京浜交通圏以外は､平成21年度から平成26年度）

*2．.…｢平均総走行キロ｣は､平成21年度から平成25年度における総走行キロの平均値

（京浜交通圏以外は､平成22年度から平成26年度）

*3.…･｢平均延実働車両数｣は､平成21年度から平成25年度における延実働車両数の平均値

（京浜交通圏以外は､平成22年度から平成26年度）

*4…･･実働率の｢上限値｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値

実働率の｢下限値｣は90%又は平成13年度値のいずれか高い数値

*5．･…乖離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

乖離率の｢下限｣は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

埼玉県 県南中央 17 0.09 0．19 千葉 28
1

0．21 0.29

埼玉県 県南中央 17 0.09 0.19

－5－

平成31年4月11日一部改正
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不

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活‘性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えら
れる車両数（以下「適正車両数」という｡）を算定したので下記のとおり公示する。
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成27年1月27日

関東運輸局.長又野己気

託

別添のとおりとする。

附則（平成27年8月10日一部改正）
1本公示は、平成27年8月10日から適用する

附貝リ(平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する

附則（平成27年10月1日一部改正）
1本公示は、平成27年10月1日から適用する

附則（平成28年7月15日一部改正）
1本公示は、平成28年7月15日から適用する。

附則（平成28
1本公示は

年8月1日一部改正）
平成28年8月1日から適用する。

附則（平成29年8月23日一部改正）
■

1本公示は、平成29年8月23日から適用する‘

幽慧鶏三霊器誰昌育三熱ら適用する，
凸

現行

公
一

刀く

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活‘性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えら
れる車両数（以下「適正車両数」という｡）を算定したので下記のとおり公示する。
なお、適正車両数の算定基礎数値は､別紙のとおりであるも

平成27年1月27日

関東運輪局長又野己気

託

別添のとおりとす層0 ．.

附則（平成27年8月10日一部改正）
1本公示は平成27年8月10日から適用する‘

●

附則（平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する‘

附則（平成27年10月1日一部改正）
1本公示は、平成27年10月1日から適用する‘

附則（平成28年7月15日一部改正I
1本公示は、平成28年7月15日から適用する‘

q

附則（平成28年8月1日一部改正）
1本公示は、平成28年8月1日から適用する‘

附則（平成29年8月23日一部改正）
1本公示は、平成29年8月23日から適用する。

(傍線の部分は改正部分）

平成30年8月24日付一部改正

－1－



都道
府県

東京

神奈ﾉII

千葉

埼玉

群馬

群馬･埼玉

茨城

栃木

山梨

営業区域
(交通圏

特別区・武三

北多摩

西多摩

県洪

湘陣

小田原

市腸

県南東割

県南西割

県オI

東韮

中・西毛

才

県斗I
－

F 県共

鹿行

県南

県匝

県藤

塩ガI

甲爪

改正

準特定地域における適正車両数

適正車両数(両）

上限 下限

28,17! 25,046

1,57’ 1,401

18E 164

2,28（ 1,946

355 31（

420 37（

280 24（

967 86（

1,312 1,166

345 301

245 201

870 70〔

343 26〔

522 ・452

199 15E

707 572

291 23§

378 327

167 138

341 309

平成29年度升
車両数(両）

28,143

1,738

201

2,227

381

501

38（

1,288

1,541

42：

30（

1,075

44（

731

31〔

86〔

361

492

22§
ﾄ

37〔

(別添I

平成29年度末車両数と
適正車両数(上限)と‘
誰離率(％）

-0.］

9.：

11．5

－2.｛

8.：

16．3
4

27.〔

24.§

14.9

18．2
－

19.7

19.］

23.〔

29.2

36.4

18.5

、 20．7

23.2

27.1

7.4

※上記｢平成29年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自動
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である。．

都進
府県

東京

神奈ﾉI

千藻

埼玉

群馬

群馬･埼玉

茨城

栃木

山葬

現行

準特定地域における適正車両数
G

営業区域 適正車両数(両） 平成28年度末
(交通圏）

上限 下限 車両数(両）

特別区・武三 28,028 24,914 28,144

北多摩 1,620 1,440 1,739

西多摩 18 166 20

県央 2,345 1,991 2,227

湘南 36（ 320 389

小田腸 424 377 503

市原 284 250 38（

県南東部 1,010 898 1,292

県南西割 1,360 1,20! 1,544

県北 35〔 316 42（

東毛 25（ 219 301

中・西毛 87（ 713 1,075

県北 361 276 464

水 戸 県央 421 367 731

鹿行 20（ 162 31〔

県南 72（ 587 88〔

県西 28［ 230 36§

県南 39： 339 496

塩那 17： 143 23］

甲府 351 312 377

(別添）

平成28年度末車両数と
適正車両数(上限)と‘
飛離率(％）

0.4

6.8

10.ビ

－5．3

7.5

15.7

26.2

、21．6

11.（

15.8

15.1

18.5

22.0

42.7

33.2

18.4

22.8

、20.〔

25.1
,

6.9

※上記｢平成28年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活'性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自国
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡I
の数である。

平成30年8月24日付一部改正

－2－



(別紙】 (別紙）
1.算定方法 1.算定方注

輸送需要量÷（平均総走行キロ×平成13年度実車率÷平均延実働車両数）÷365÷実働率 輸送需要量÷（平均総走行キロ×平成13年度実車率÷平均延実働車両数）÷366÷実働率

※その他ハイヤー(道路運送法施行規則第4条第8項第3号の規定に基づき国土交通大臣が定める区分を定める告示(平成26年国土交通省
告示第59号)第2号に規定するハイヤーをいう｡以下同じ。）がある営業区域にあっては､算定した一般ﾀｸｼー (タクシー特措法第2条第9項に
定める事業用自動車からその他ハイヤー及び個人タクシーを除いたもの｡以下同じ｡）の必要車両数と平成26年1月27日現在の一般ﾀクシー

※その他ハイヤー(道路運送法施行規則第4条第8項第3号の規定に基づき国土交通大臣が定める区分を定める告示(平成26年国土交通省
告示第59号)第2号に規定するハイヤーをいう｡以下同じ｡）がある営業区域にあっては､算定した一般タクシー(タクシー特措法第2条第9項に
定める事業用自動車からその他ハイヤー及び個人タクシーを除いたもの｡以下同じ｡）の必要車両数と平成26年1月27日現在の一般タクシー
の車両数の誰離率を用いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し､これを一般タクシーの必要車両数に加えて算定したものである。の車両数の蛎離率を用いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し､これを一般タクシーの必要車両数に加えて算定したものである。

2.適正車両数の算定基礎数値 2.適正車両数の算定基礎数値

①一般ﾀクシー ①一般ﾀクシー

同露

●

6

②その他ハイヤー ②その他ハイヤー

6，

●

※｢平均対前年度比率｣、｢平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずL
も計算結果は一致しないことがある。

※｢平均対前年度比率｣、｢平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずI
も計算結果は一致しないことがある。

改正 現行

竺
刈
側

都
府

営業区域
(交通圏）

輸送需要量の算定

平成28年度
総実車キロ

平均対前
年度比率*I

適正車両数の算定

平均総走行キ［
*：

平成13年
度実車率

平均延実働
車両数*’

実働串

上限値*’ 下限値*I

東涼 特別区･武三

北多摩

西多歴

881,728,09

47,666,14（

5,676,720

1．00

0.98

0.98

2,009,010,381

104,838,761

12,130,332

0．44

0.41

0．51

8,118,193

526,99（

61,504

0.80

0.80

0.81

0.9

0.9

0.9

神奈ﾉ’ 県央

湘南

小田原

62,830,534

10,534,321

9,071,849

0.99

0.98

0.98

128,986,321

22,005,571

21‘436,805

0．51

0．5

0.4,

718,73：

115,141

141，54

0．80

0.81

0.81

0.9

0.9

0.9

千到 市原 4,929,675 0.98 10,954,586 0.5 95,057 0.7 0.9

埼玉 県南東部

県南西部

県北

24,825,90〔

38,752,880

7,385,405

0．97

0．98

0．97

56,690,570

83,956,976

15,932,005

0.4‘

0.5

0.5

329,27＆

440,61《

120,061

0．8

0．8

0.8

0.91

､0．90

0.91

群偏 東毛 5,254,619 0.98 11,120,124 0.5 82,452 0.7 0.91

群馬･埼玉 中・西毛 13,515,471 0.98 28,761,036 0.5 261,20〔 0.7 0.91

茨城 県北一

水戸県央

鹿行

県南

県西

5,597,915

8,144,261

3,370,333

13,108,44,

4,323,358

0.95

0．92

0．97

0．98

0.97

14,045,906

22,585,961

8,689,971

29,702,690

9,281,18‘

0.4

0.5

0;5

0.4’

0.51

112,72

180,08’

72,50】

220,164

87,071

0.6

0.71

0.7’

0.7

0.71

0.91

0.91

0.91

0.91

0.91

栃オ 県南

塩那

6,826,868

3,390,900

0.97

0.98

15,587,592

7,460,301

0.5

0.51

132,33：

55,132

0.71

0.7‘

0.91

0.91

山馴 甲府 5,814,104 0.97 14,185,159 0.41 119,761 0.81 0;91

輸送需要量の算定 適正車両数の算定

平成29年度
総実車キ［

平均対前
年度比率*1

平均総走行キロ
*：

平成13年
度実車嘩

平均延実便
車両数*2

実働率

上限値*3 下限値*3

東涼 特別区･武三

北多摩

西多犀

883,205,468

46,483,020

5,653,202

1．00

0.9

0.9

1,974,110,811

101,929,142

11,897,29

0.44

0.49

0．52

7,995,96〔

511,930

60,051

0.8C

0.8C

0.80

0.90

0.90

0.90

神奈ﾉI 県央

湘嘩

小田原

61,311,395

10,338jO19

9,008,918

0.9

0．9

0.91

126,264,305

21,547,603

20,976,990

0.5C

0．51

0.47

703,869

113,350

137,789

0.8C

0.8C

0.80

0.94

0.9C

0.90

千卵 市原 4,925,021 0さ9 10,755,267 0．51 91,58〔 0.79 0.90

埼玉 県南東部

県南西部

県北

24,235,664

37,738,190

,7,343,971

0．9

0．9

0.9

54,411,743

81,987,249

15,458,558

0．47

0．50

0.52

311,908

427,438

113,440

0.8C

0.8C

0.80

0．90

0.90

0.90

群馬 東毛
､

5,150,197 0.9 10,889,755 0.53 77,79】 0.76 0.90

群馬･埼玉 中・西韮 13,698,41〔 0.9 28,468,861 0．51 251,209 0.73 0.90

茨城 県北

水戸県央

鹿行

県席

県西

5,298,71‘

9,607,42‘

3,260,52（

12,992,210

4,444,654

0.9

0．9

0.9’

0．91

0.91

、13,403,400

21,933,85

8,330,772

29,246,44：

9,135,67C

0.47

0.50

0.51

0．49

0．52

108,294

174,645

69,047

211,833

83,949

0.69

0.78

0.70

0.73

0.73

0.90

0.90

0.90

0.90

0.90

栃木 県庵

塩ガI

6,663,74（

3,374,321

0.9

0.9’

15,130,59（

7,301,829

0.51

0.52

127,637

52,521

0.78

0.74

0．90

0.90

山課 甲府 5,755,281 0.91 13,851,691 0.46 116,270 0.80 0．90

平成30年8月24日付一部改正
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*1．…･｢平均対前年度対比｣は､平成24年度から平成29年度における総実車キﾛの対前年度比率の平均値

*2..…｢平均総走行キﾛ｣及び｢平均延実働車両数｣は､平成25年度から平成29年度における総走行キﾛ及び延実働
車両数の平均値

*3…･･実働率の｢上限jは80％又は平成13年度値のいずれか低い数値､｢下限｣は90％又は平成13年度のいずれか
高い数値

*4..…乗離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の乗離率､｢下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の乗離率

*1.…･｢平均対前年度対比｣は､平成23年度から平成28年度における総実車キﾛの対前年度比率の平均値

*2..…｢平均総走行キﾛ｣及び｢平均延実働車両数｣は､平成24年度から平成28年度における総走行キﾛ及び延実働
車両数の平均値

*3…･･実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値､「下限｣は90％又は平成13年度のいずれか
高い数値

*4…･･誰離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の乗離率､「下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の乗離率

平成30年8月24日付一部改正
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(傍線の部分は改正部分）

改正

公示

準特定地j或における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化
に関する特別描置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考え‘
れる車両数（以下「適正車両数」という．）を算定したので下記のとおり公示する
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりであそ

平成27年1月27I

一
ｒ
」

言
ロ

関 東運輸局長又野己知

別添のとおりとする。

附則（平成27年8月10日一部改正）
1本公示は、平成27年8月10日から適用する

附則（平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する

附則（平成27年10月1日一部改正）
1本公示は、平成27年10月1日から適用する

附則（平成28年7月15日一部改正）
1本公示は、平成28年7月15日から適用す~る

附則（平成28年8月1日一部改正：
1本公示は、平成28年8月1日から適用すそ

附則（平成29年8月23日一部改正）
:は、平成29年8月23日から適用すそ1本公フ

現ｲミ

公 示

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性イ
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えI
れる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりであを

平成27年1月27『

別添のとおりとする

記

関東運輸局長又野己虹

附則（平成27年8月10日一部改正）
1本公示は、平成27年8月10日から適用する，

附則（平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する

附則（平成27年10月1日一部改正）
1本公示は、平成27年10月1日から適用する，

附則（平成28年7月15日一部改正）
1本公示は、平成28年7月15日から適用する‘

－1－
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改正 現行

準特定地域における適正車両数

(別添

※上記｢平成28年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自動
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である。

都道
府県

営業区卿

(交通圏）

適正車両数(両I

上限 下陥

平成28年度末
車両数(両）

平成28年度末車両数と
適正車両数(上限)との
誰離率(％）

東京 特別区・武三

北多犀

西多犀

28,02

1,620

187

24,914

1,44(

166

28,144

1,73（

209

0.4

6.8

10．5

神奈ﾉ|’ 県央

湘南

小田腸

2,34［

36〔

424

1,99<

321

37’

2,227

389

503

－5．3

7.5

15．7

千葉 市原 284 251 385 26.2

埼玉 県南東部

県南西部

県北

1,010

1,360

35〔

891

1,20<

311

1,292

1,544

42

21．8

11．9

15．8

群馬 東毛 25§ 211 305 15.］

群′馬･埼玉 中・西毛 87〔 711 L07E 18．5

茨城 県北

〃 戸 県央

鹿行

県南

県西

362

422

20§

725

285

271

36‘

162

58‘

231

464

737

313

881

369

22.0

42.7

33.2

18.4

22.8

栃木 県南

塩ガ

393

173

331

141

49’

23

20.8

25.：

山梨 甲府 351 311 37’ 6.9

準特定地域における適正車両数

(別添）

※上記｢平成27年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活,性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自重
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である。

進
喋
都
府

営業区域
(交通圏）

適正車両数(両）

上PI 下限

平成27年度末
車両数(両

平成27年度末車両数と
適正車両数(上限)との
誰離率(％）

東芳 特別区・武三

北多摩

西多摩

28,34〔

1,701

185

25,191

1,513

166

28,144

1,74（

201

-0.吋

2.吋

11.I

神奈ﾉ’ 県央

湘序

小田原

2,38（

370

41'

2,03［

32S

37〔

2,227

38’

50

-6.（

4.（

17.

千葉 市房 294 258 38 23.（

埼王 県南東音I

県南西割

県北

1,141

i,4i:

378

1,019

・1,254

33〔

1,29（

1,541

42’

11.’

8.（

lL

群,肩 東宅 273 23〔 31‘ 13．

群‘馬｡埼玉 中・西毛 903 736 i.os; 1a

茨城 県北

水
－

F 県共

鹿行

県序

県区

380

525

233

759

293

29（

45〔

181

614

237

47

75

311

90

37

20.（

30.：

26.W

15.’

22.〔

栃オ 県序

塩ガI

408

179

352

148

51’

23‘

21.：

23.（

山梨 甲床 361 32〔 371 4.（

－2－
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改正

(別紙）

1．算定方法

輸送需要量÷（平均総走行キロ×平成13年度実車率÷平均延実働車両数）÷365÷実働罫

※その他ハイヤー(道路運送法施行規則第4条第8項第3号の規定に基づき国土交通大臣が定める区分を定める告示(平成26年国土交通¥
告示第59号)第2号に規定するハイヤーをいう｡以下同じ.）がある営業区域にあっては､範定した一般タクシー(タクシー特措法第2条第9項I，
定める耶業川自動車からその他ハイヤー及び鵬1人タクシーを除いたもの｡以下同じ｡）の必要車両数と平成26年1月27日現在の一般タクシー
の11ｴi‘11数の祁離率をﾊ1いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し､これを一般タクシーの必要車両数に加えて算定したものである。

2.適正Jll間数の算定基礎数11

①一般タクシー

I可露
輸送需要量の算定

平成28年風
総実車キ回

平均対I）
年度比率*1

東京 特別区･武三 881,728,094 1．0（

北多摩 47,666,14〔 0．91

西多摩 5,676,72（ 0．91

神奈ﾉ’ 県央 62,83(),534 ().9（

湘博 10,534,325 0．9（

小田舟 9,071,849 0．9（

千葉 市D； 4,1 67F

埼玉 県南東部 24,825,90f 0.甑

県南西部 38,752,88〔 0．9（

県11 7,385,405 0．9吋

聯,馬 東三〔 5，254，（

群馬･埼玉 中・西毛 13，515，477 0.9I

茨城 県11 5，597，915 0．9（

水 戸 県払 8,1“,26 0.92

鹿行 3,37(),333

県倖 13,108,447 0.9〔

県区 4,323,358 0.91

栃木 県倖 6,826,868

塩那 3,390,900

山梨 甲陥 5，814，104 0．91

平均総走行キロ
*2

2,009,010,381

10‘1,838,76

12,13(),332

128,986,32

22,005,57】

21,436,80〔

l(),954,581

56,690,57（

83,956,97〔

15，932，001

11，120，12‘

28,761,O3f

14,045,90（

22,585,961

8,689,972

29,702,69C

9,281,184

15,587,591

7,460,305

14,185,159

適正車両数の算定

平成13年
度実車率

0.44

0.49

0.52

0．50

0．51

0．47

0．51

0．47

0．50

0．52

().53

0．51

0．47

0．50

0．51

0．49

0．52

0．51

0.52

0．46

平均延実働
車両数＊

8，118，191

526,99

61,50‘

718,73

115，14

141,54

05,

329,27

440，61

120，06

82,45；

261,20

112，72

180，08

72，50

220，161

87,07

l:12,33

55,131

119，76

実働碑

上限値＊ 下限値＊

0．80 0．90

0．80 0．90

0．80 0．90

0．80 0.94

0．80 0．90

0．80 0．90

0．79 0．90

0．80 0．90

0．80 0．90

0．80 0．90

0．76 ().9(）

0．73 0．90

0．69 0．90

0.78 0．90

0．70 0

0.73 0．90

0．73 0．90

0．78 0

0.74 0．90

0．80 0．90

現行

－3－
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②その他ハイヤー

都道
府県

東京

営業区域
(交通腿I）

特別区・武三

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在“ 誰離率

その他ハイヤー車両数 上限*4 下限*‘

499 0．0 0．19

※｢平均対l0年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記戦しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*l…。｡｢平均対ifj年度対比｣は､平成23年度から平成28年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2…．｡｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実働車両数｣は､平成24年度から平成28年度における総走行キﾛ及び延実働
車両数の平均値

*3..…実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値､「下限｣は90%又は平成13年度のいずれか
商い数値

*4…･･雅離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の雅離率､「下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の誰離率

②その他ハイヤー

都道
府県

東京

営業区域
(交通間）

特別区・武三

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在a 飛離率

その他ハイヤー車両勢 上限*‘ 下限*4

499 0．08 0．1［

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*1.…･｢平均対前年度対比｣は､平成22年度から平成27年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2..…｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実働車両数｣は､平成23年度から平成27年度における総走行キﾛ及び延実働
車両数の平均値

*3..…実働率の｢上限｣は80%又は平成13年度値のいずれか低い数値､「下限｣は90%又は平成13年度のいずれか
高い数値

*4…･･飛離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の乗離率､「下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛離率

－4－

平成29年8月23日付一部改正



(傍線の部分は改正部分）

改Ⅱ

公示

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性ｲI
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考え‘
れる車両数（以-F「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである

平成27年1月27［

別添のとおりとする

１
Ｊ
Ｊ

｜
に

三
三
口

関 東運輸局長又野己知

附則（平成27年8月10日一部改正）
1本公示は、平成27年8月10日から適用する《

附則（平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する‘

附則（平成27年10月1日一部改正）
1本公示は、平成27年10月1日から適用する（

附則（平成28年7月15日一部改正）
1本公示は、平成28年7月15日から適用する《

附Ⅱ|」（平成28年8I)1II一部改正）
1本公示は、』|と砿28年8月11言｜から血川する《

現行

公
｜
｜
ノ
『

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活'性催
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考え吃
れる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである

平成27年1月27E

別添のとおりとす~る〔

附則（平成27年8月10日一部改正

記

関東運輸局長又野己知

1本公示は、平成27年8月10日から適用する<

附則（平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する‘

附則（平成27年10月1Iヨー部改正）
1本公示は、平成27年1〔)月1日から適用する‘

附則（平成28年7月15日一部改正）
1本公示は、平成28年7月15日から通用する

－1－

平成28年8月1日付一部改正



，

都道
府県

東京

神奈ハ

千葉

埼玉

群馬

群馬･埼玉

茨加

栃木

山梨

営業区掴

(交通圏）

特別区・武三

北多障

西多陣

県央

湘南

小田屑

市原

県南東部

県南西部

県北

東毛

中・西毛

県北

水 戸 県央

鹿行

県南

県西

県南

塩那

甲府

改正

(別添

準特定地域における適正車両識

適正車両数(両！

上限 下[51

平成27年度末
車両数(両）

平成27年度末車両数と
適正車両数(上限)との
飛離率(％）

28,340 25,191 28,144 －0．7

1,702 i.si: 1,74 2.7

18［ 165 209 11．5

2,380 2，030 2,221 -6.9

37（ 329 389 4.9

411 370 503 17.1

294 258 385 23．6

1．147 1.01S 1,29! 11.（

1,411 1,254 1,54〔 8.9

37〔 336 426 11．3

275 230 314 13.1

90： 736 1,082 16．5

38（ 290 475 20.C

52〔 456 751 30.1

23＆ 181 318 26.7

75〔 614 901 15.（

295 237 377 22．3

40〔 352 517 21.1

17〔 148 234 23.5

361 320 378 4.5

※上記｢平成27年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活’性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自卿
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である。

都速
府喋

東京

神奈ﾉ|’

千葉

埼玉

群馬

群馬･埼玉

茨城

栃木

山梨

営業区域
(交通圏）

特別区・武三

北多．犀

西多摩

県央

湘序

小田原

市時

県南東割

県南西割

県斗’

東宅

中・西牙

水

県斗’

－

F 県少

鹿イラ

県胃

県、

県胃

塩ガ’

甲床

現行

(別添）

準特定地域における適正車両数

適正車両数(両）

上防 下限

平成26年度非

車両数(両

平成26年度末車両数と
適正車両数(上限)との
飛離率(％）

27,66 24,591 28,146 1.1

1,745 1,555 1,74（ 0.（

200 177 209 4.（

2,431 2,07̂ ‐2,227 －9．1

374 332 389 3.（

447 397 501 10.I

303 267 385 21.（

1,21/ 1,081 1,302 6.（

1,464 1,302 1,553 5.％

399 35f 431 7.‘

290 24E 329 lL

944 76〔 1,08* 13．

430 32〔 485 11．

571 497 753 24.1

236 184 325 27．4

774 627 927 16．

305 24（ 381 20.8

433 374 519 16.（

187 l5f 241 22.4

367 32（ 396 7.《

※上記｢平成26年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自動
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である。

－2－

平成28年8月1日付一部改正



改正 現行

（別紙）

1.算定方法

i陥送需要型÷（平均総走行キロ×平成13年度実車率÷平均延実側II工面数）÷365÷実仙率

※その他ハイヤー(道路迩送法施行規則筋4条第8噸第3．3．の規定に鵬づきllil土交〕､大臣が定める区分を定める11f示(平成26年剛土交通11↑
(lf示第59妙)節2号に規定するハイヤーをいう｡以~ド同じ｡）がある職業区域にあっては､算定した一般タクシー(タクシー特l＃法蛎2条第9項に
定める邪推川自動jlrからその他ハイヤー及び､’1人ククシーを除いたもの｡以下旧lじ｡）の必要jI[両数と平成26年1月271｣現在の一般タクシーの
11z両数の恥雌率を川いてその他ハイヤーの必要I|ｴ両数を算定し､これを一般タクシーの必襲巾'''1数に加えて算定したものである。

2.適正ill両数の算定韮礎数仙

①一般タクシー

『悪霊言
輸送i怖'皿,tのi和上

平成26年度

総爽i11キロ

平均対Iii

年度比;衿:：

東〕； 特別区・武三 878,169,85 0.99

北多際 50,438,15′ 0.9f

西多蹴 5,930,331 0.98

神奈jl 喋央 64,735,194 0.9§

湘南 10,968,48 0.9§

小111ルi1 9,563,821 0.9〔

千功 市原 5,116,69： 0．97

埼ヨ 県南東割 28,041,571 0.9〔

県南西割 40,863,64‘ 0.9〔

I県北 7,828,45‘ 0．91

群、 束毛 5,560,423 0.91

群馬･埼ヨ 中・西毛 13,971,854 0.9〔

茨城 県北 6,543,477 0．91

水戸県馴 10,'188,088 0.9〔

鹿行 3,703,050 0.91

県隙 13,793,10 0.91

西 4,540,346 0．91

栃木 県篤 7,327,496 0.91

塩那 3,530,283 0.9（

山梨 甲爪 6,137,5()7 0.9（

平均総走行キロ

*2

2,102,10‘1,724

110,090,271

12,728,73（

133，411，82

22,821,66〔

22，601，04（

11,49‘1,62《

59,965,54（

87,5'11,99

17,02‘1,52（

11,675,54（

29,752,59（

15,175,23

2‘1,960,05：

9,12‘1,76C

31,287,051

9,901,29

16,416,48

7,807,215

15,140,80

j曲正I|〔両数の肺>t

'ド成13ｲ'2

庇災'''率

0.44

0．49

0．52

0．50

0．51

0．47

0．51

0．47

0．50

0．52

0.53

0.5】

0．47

0．50

0．51

0.49

0.52

0．51

0．52

0.4f

’1と均延拠M

llfIili数*2

8,509,62

562,669

66,035

7‘16,325

118,767

149,648

103,499

365,517

468,004

135,389

92,036

282,622

121,207

196,239

78,132

237,140

94,94f

143,463

60,53§

127,472

火Iflj斜

上l11IlI'':*I ド限Ill'(*；

0.8（ 0.90

0.8（ 0．90

0．80 0．90

0.80 0．94

0．80 0.9（

0．80 0．9（

0．79 0．90

0．80 0．90

0．80 0.90

0．80 0．90

0.76 0.90

0.73 0.90

0．69 0．90

0.78 0.90

0.70 0.90

0.73 0.90

0．73 0．90

0.78 0．90

0.7‘1 0.90

0．8（ 0．9C

－3－
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②その他ハイヤー

HlIji
jl:fﾘ,’

東〕；

'M↑染ばlj
(父jml世|）

区・武三

JlSil-ilUii'l数の算苅

､|え成26ｲIﾐ1ﾉ1271]呪ｲIiの 恥II僻

その他ハイヤーlliIili数 上限*4 下限*4

49（ 0．0（ 0.11

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実例率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記戦しているため､必ずし
㈱|･算結果は一致しないことがある。

*l…．．｢平均対1Mi年度対比｣は､平成22年度から平成27年度における総実車キロの対前年度比率の平均他

*2．．．．.｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実側Iに間数｣は､平成23年度から平成27年度における総走行キロ及び延実働
車l1iii数の平均値

*3.…･実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度価のいずれか低い数仙､「ド限｣は90%又は平成M三度のいずれか
，噺い数{1．

*'1．…･北離率の｢上|皿｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛離率、「下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛離率

②その他ﾉ､イヤー

M
府ﾘI（

東成

'勘業区域
(交通|世|）

特別区・武三

jmj旧¥m数の算旋

平成26年11]27日現在ぴ 恥‘||畔

その他ハイヤーjl〔IIlii数 上|収*4 下|皿*‘

'199 0.lC ().2（

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実11Z率｣及び｢実働率｣の数mは､小数点第3位で四捨五入して記ilfしているため､必ずしも
31.節紡果は一致しないことがある。

*1.．…｢平均対前年度対比｣は､平成21年度から平成26年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2．．…｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実側車両数｣は､平成22年度から平成26年度における総走行キロ及び延実働
11I両数の平均|『〔

*3.....実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度lIlYのいずれか低い数(iff,「|､､限｣は90％又は平成13年度のいずれか
商い数値

*4.…･雅離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1ﾉ言127日現在の車両数の祁離率、「下|収」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の耶雌率

－4－
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改正

公 7丁

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えら
れる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する‘
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成27年1月27E

関東運輸局長又野己知

同［

別添のとおりとする‘

附則（平成27年8月10日一部改正）
1本公示は、平成27年8月10日から適用する。

|肘則（平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する。

附則（平成27年10月1日一部改正）
1本公示は、平成27年10月1日から適用する。

附則（平成28年7月15日一部改正）
1－天蚕宗厭~平成~回~§-WT頁~I~5一目一赤ら適用する。

現行

公
－

不

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性イヒ
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えら
れる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する。
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成27年1月27日

関東運輸局長又野己炎’

別添のとおりとする。

附則（平成27年8月10日一部改正）

－1

旨に

1本公示は、平成27年8月10日から適用する‘

附則（平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する。

附則（平成27年10月1日一部改正）
1本公示は、平成27年10月1日から適用する。

(傍線の部分は改正部分）

－1－

平成28年7月15日付一部改正



都通
府晩

東京

神奈ノ

千葉

埼玉

群馬

群馬･埼玉

茨城

栃木

山梨

営業区j，
(交通圏）

特別区・武三

北多陣

西多畷

県央

湘南

小田勝

市原

県南東剖

県南西部

県北

東毛

中・西毛

県北

オ 戸 県央

鹿行

県南

県西

県南

塩那

甲府

改正

(別添

準特定地域における適正車両数

適正車両数(両

上|脂 下限

平成26年度末
車両数(両）

平成26年度末車両数と
適正車両数(上限)とめ
誰離率(％）

27,665 24,591 28,145 1．7

1,749 1,555 1,749 0.〔

20’ 17’ 209 4.3

2，431 2,073 2,227 －9．2

374 33： 389 3.9

44 39’ 50］ 10．8

30 26’ 385 21.3

1,217 1,08] 1,303 6.6

1,464 1,302 1,553 5.7

39（ 351 43］ 7.4

29（ 241 329 11．9

944 761 1,088 13．2

43（ 321 485 11．3

571 49, 753 24．2

23（ 184 325 274

774 62‘ 927 16．5

305 241 385 20．8

43（ 37‘ 519 16．6

187 155 241 22.4

367 321 396 7.3

※上記｢平成26年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自動
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である。

都道
府県

東京

神奈Jl

千葉

埼玉

群馬

群馬･埼ヨ

茨城

栃木

山梨

営業区jロ
(交通圏I

特別区・武三

北多腺

菌垂塵

西多鴎

県央

湘南

小田腸

哀 葉

兎菖

壬蕊

市原

県函虫必

県南東部

県南西部

県北

東毛

中・西毛

県北

水 戸 県典

鹿行

県南

県西

宝鉦隻

県南

塩那

甲府

現行

準特定地域における適正車両数

適正車両数(両）

上Pi

27,665

1,749

L214

200

2,43

374

447

1』4里

996
－

1,085

303

21旦塑

1,217

1,464

399

290

944

430

57］

236

774

305

643
■■■■■■■■■■■■■

433

187

367

下PI

24,591

1.55J

皿且Z

177

2,07（

332

397

1,287

885
－

964
－

267

2』型2

1,08：

1,302

355

245

76E

329

497

184

627

246

571
－

374

15E

326

平成26年度末
車両数(両）

28,145

1,74〔

L型@

209

2,227

389

501

｣』里』

L凶Z

L旦壁

385

21型旦

1,30〔

1,55:

431

329

1,08〔

485

753

325

927

385

841
■■■■■■■■■

519

241

396

(別添！

平成26年度末車両数と
適正車両数(上限)との
派離率(％）

1.7

0.0

2.1
1■■■■■■■■■■■

4.3

-9.2

3.9

10．8

4．0
－

9．2
－

20.5
-

21.3

5．6
－

6.ビ

5.7

7.4

11．9

13．2

11．3

24.2

27.4

16．5

20．8

23.9
-

・16．6

22.4

7.3

※上記｢平成26年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自璽
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である。
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改正 現行

(別紙）

1 ．節定方法．

I陥送需要舷÷（平均総走行キロ×平成13年度実Iに率÷平均延実側車両数）÷365÷実例卦

※その他ハイヤー(遊路巡送法施行M1則第4条第8JIi節3号の規定にﾙづき歴I土交通大値が定める区分を定める告示(平成26年国土交通省
皆示蛎59号)第25．に規定するハイヤーをいう｡以~ド|司じ｡）がある営災区域にあっては､算定した一般タクシー(タクシー特描法第2条鋪9項に
定める事業川自mjIlIからその他ハイヤー及び個人タクシーを除いたもの｡以下同じ｡）の必要11ｴ両数と平成26年1月27日現在の一般タクシー。
Iに両数の雅雌率を川いてその他ハイヤーの必要Iに両数を算定し､これを一般タクシーの必要Iに両数に加えて算定したものである

2.M車両数の涼定雄碓数{1

①一般タクシー

F河~悪霊青
東京 特別区・武三

北多臨

直釜墜

西多摩

IlI奈jl 県央

南

小旧原

千測 垂 韮

聖遡

王韮

市原

埼玉 鬼面史虫

県南東悪’

県南西餅’

県北

聯照 束毛

聯馬･埼玉 ・四毛

茨別 県北

水戸県jA

施行

県南

県西

栃オ 宝拙宜

県南

塩川

山昇 rajt

I愉送稲要、の涼定

平成26年皮
総兆jl[キロ

878,169,85（

50,438,15′

36.582.85：

5,930,33

64,735,49

10,968,480

9,563,821

38．411．13‘

25．216．89（

22．423．411

5,116,69（

5‘1．510．151

28,0'11,571

40,863,64‘

7,828,45‘

5,560,42（

13,971,854

6,543,47’

10,488,088

3,703,051

13,793,101

4,540,341

14．029．333

7,327,ｲ91

3,530,281

6,137,50‘

jl4均対iiil

年皮比率*’

0.99

0.98

0．91
－

0．98

0．99

0．99

0．98

0.99

0．98
－

0．97
－

0．97

0.99
-

0.98

0．98

0．97

0．97

0.98

0．97

0.98

0．97

0．97

0.97

0．99
－

0.97

0．96

0.96

平均総ﾉﾋ行キ【
*2

2,102,104,724

110,090,27｛

80,469,862

12,728,736

133，411，82

22,821,668

22,601,040

85.359.762

56.796.767

56.023.269

11,494,624

119.539.94’

59,965,546

87，541，991

17,024,52（

11,675,54（

29,752,59C

15，175，23（

24,960,052

9，124，760

31,287,058

9,901,291

30,828,025

16,416,48

7,807,219

15,140,80

適正I|工両数の凍定

平成13(「

度実jlZ蔀

0.44

0.4〔

0．49
－

0.5：

0.5（

0.5：

0．41

0.4（

0.'19
－

0．44
－

0.5

0．46
－

0.4計

0.5（

0.5：

0.5：

0.5

0．49

0.5（

0.5

0.4｛

0.5：

0．51
－

0.5

0．51

0.4（

z均延爽M
ilｴ間数*2

8,509,624

562,669

394.727

66,035

746,32E

118,76

149,64（

467.28〔

325.602

350,066

103,49（

739．01

365,517

468,004

135,38（

92,036

282,622

121,20’

196,231

78,132

237,140

94,94〔

214.64E

143,461

60,53§

127,471

ﾌﾐ仙斗

上|帆'111＊

0.80

0.80

0.80

0.80

0.80

0.80

0.80

0.80
-

0．80

0.80

0.79

0.80

0.80

0.80

0．80

0．76

0.73

0．69

0.78

0．70

0.73

0．73

().80
－

0.78

0.74

0.80

下限肱*3

0．90

0．90

0．92

0．90

0.94

0.90

0.90

0．90
－

0．90

0.90

0．90

0．90

0．90

0.9C

0.90

0.9C

0．90

0．90

0．90

0.9C

0.90

0.90

0．90

0.90

0.90

0.90

1

－3－
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②その他ハイヤー②その他ハイヤー

※｢平均対I1ij年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実側率｣の数仙は､小数点筋3位で四l沓五入して記椛しているため､必ずし
も31.節結果は一致しないことがある。

*1..…｢平均対ml年度対比｣は､平成21年度から平成26年度における総実IlZキロの対前年度比率の平均{11〔

*2.…・｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実側車両数｣は､平成22年度から平成26年度における総走行キロ及び延実伽
Jlx両数の平均価

*3.…･実仙率の｢上限｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数fii'c、「下|服｣は90%又は平成13年度のいずれか
商い数仙

*'1.．…邪m率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の祁離率、「下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛離率

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実側率｣の数価は､小数点第3位で四捨五入して記mしているため､必ずしも
計算結果は一致しないことがある。

*1.…･｢平均対前年度対比｣は､平成21年度から平成26年度における総実ホキロの対前年度比率の平均価

*2..…｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実側車両数｣は､平成22年度から平成26年度における総走行キロ及び延実側
II'.両数の平均11i’〔

*3．．…実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度価のいずれか低い数値、「下限｣は90%又は平成13年度のいずれか
高い数仙

*4.．…雅離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛剛率、「下限」
は一般タクシーの適正II''.両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の雅離率

柵j

府ﾘ,

'i:↑巣区域

(父血|世|）

適正jl[Iiwi数の涼定

､ド成26年1月27日現在の
その他ハイヤーI'1両数

恥'1|吟

上限*‘ ド限*4

束〔 特別区・武三 49〔 0．10 0.21

都遊
府眺（

営業区jlj

(交通胆|）

適正jlr間数の算定

平成26年1j:12711現在a
その他ﾉ､イヤー車両’

mm率

上I収*4 下限*‘

東京 特別区・武三 49（ 0.10 0.2（

王韮 亙 塾

聖迩

王聖

9
－

’
一

28

0．0
－

0．11
－

Q畠旦

0．15
一

0.2C
1■■■■■■■■■■■

0．29
－

鉦王 鬼幽虫坐 17 0．0
－

0.1（
－

－4－
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(傍線の部分は改正部分1

改正 現行

公
一

刀看

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活'性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えら
れる車両数（以下「適正車両数」という｡）を算定したので下記のとおり公示する
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

1

平成27年1月27E

別添のとおりとする

託

旬

関東運輸局長又野己知

申 1

附則（平成27年8月10日一部改正）
1本公示は、平成27年8月10日から適用する。

附則（平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する。

附則（平成27年10月1日一部改正）
T~禾蚕……1一百一巧冒ら適用する‘

公
一

ホ

準特定地域における適正と考えられる車両数について

､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性ｲヒ
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えら
れる車両数（以下「適正車両数」という｡）を算定したので下記のとおり公示する‘
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである｡

平成27年1月27日

●

別添のとおりとする。

､

ﾛ 託

関東運輸局長又野己閃

や

附則（平成27年8月10日一部改正）
1本公示は、平成27年8月10日から適用する。

附則（平成27年8月19日一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日から適用する‘

｡

（
．

－1－
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申

●● ｡

｡

■ ●

凸

改正 現行

地特定地域における適正車両数
申

(別添）

※上記｢平成26年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の進
正化及び活性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自動車
(一般乗用旅客自動車運送事業('人'車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシーjという｡）を除く｡）の謝
である。

●

都道
府腸

営業区域
(交通圏）

適正車両数(両）

上限 下限

平成26年度末
車両数(両）

平成26年度末車両数と
適正車両数(上限)との
誰離率(％）

東京 特別区・武三

北多摩

南多摩

西多摩

27，665

1,749

1,214

20（

24,59］

1,555

1,057

171

28,145

1,74

1,24C

20（

1．7

0．0
■

2.：

4.3

神奈ﾉI 県臥

湘序

小田原

2,431

374

44％

2,07〔

332

391

2,227

38（

50

－9．：

・3.I

10.（

千葉 京藻

東窟

千葉

市偏

1,453

99（

1,085

30〔

1,281

885

964

267

1,514

1,097

1,364

381

4.（

9.2

20.（

21.〔

埼ヨ 県南中央

県南東部

県南西割

県北

2,399

1,217

1,464

39（

2,132

1，081｡

・1,302

35E

2,54C

1,303

1,552

43

5.’

6.（

5.1

7．4

群,蔦 東毛 29（ 245 321 11.〔

群馬･埼玉 中・西斗 944 765 1,088 13．2

茨功 県北

水
－

F 県誹

鹿行

県倖

県区

43（

57］

23（

774

30〔

325

497
①

184

627

246

481

751

32（

92’

38｛

11．6

24．2

27.4

16.E

20.f

栃オ 宇都宮

県序

塩那

643

433

187

571

374

155

84ピ

515

24：

23．9

16.〔

22.4

山課 甲賄 367 326 396 7.3

■■■■■■■■■I■■■■■■■■■■■

営業区
(交通I

都道
府県

東京

神奈ﾉ’

千葉

埼玉

群馬

群馬･埼ヨ

茨城

栃木

山梨

■■■■■■■■

曲
）
■■■■■■■■

兆三
■■■■■■■■■■■

嘩
一
摩
一
摩

■■■■■■■■

｜
ｉ

Ｄ
Ｌ
、

■■■■■■■■■■■■■

原
■■■■■■■■■

§

－

1
|■■■■■■■■■■

凸
吟
島
や

■■■■■■■■■■■■

、
と
－

（
■■■■■■■■■■■■

一
匙
，
』

■■■■■■■■

央
一
部
一
部

■■■■■■■■■■■■■

－
，
角
Ｊ

ク
ニ
』

■■■■■■■■

毛
■■■■■■■■■

ｐ
△
凸

I■■■■■■■■■■■

央
■■■■■■■■■■■■

■
●

■■■■■■■■■■■■

｜
・
’

１

■■■■■■I■■■

宮
■■■■■■■■■■■■

一
，
１

．
１

■■■■■■■■

■
■

■■■■■■■■

d●

(別添）
0 0

● 準特定地域における適正車両弾

:両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適
'特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自動車
送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）の数

適正車両数(両）

上限 下、

平成26年度末
車両数(両

平成25年度末車両数と
適正車両数(上限)との
誰離率(％）

27,665
もも

24,59： 28,145 1．7

1,74S 1,555 1,74< O6C

1,214 1,057 1,24（ 2.1

20C 177 209 4.3

2,431 2,073 2,227 -9.2

374 332 389 3.9

447 397
､

50 10．8

‘1,453 1,281 1,514 4.0

996 885 1,097 9.2

1,085 964 1,364 20．5

746
－

663
－

80（
－

7.3
－

303 267 38’ 21．3

373
－

311
一

42（
■■■■■■■■■■

11.（
－

2，39
句

2,132 2,54C 5.6

1,211 1,08 1,302 6．6
q

1,464 1,302 1,552 5．7

399 355 43 7．4
､

290 24（ 321 11．9

944 、769 1,088 13．2

tへ 430 32’ 48〔 11.3

571 49 75（ 24.2

236 184 32E 27．4

774 62‘ 92； 16．5

305 241 38（ 20.8

64《 57 84（ 23.9

・433 37‘ 51（ 16．6

187 151 24］ 22．4

36W 321 39（ 7.3

－2－
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改正 現行

輸送禰要戯の算定 適正車両数の算苅

平成26年度
総実車キP

平均対向

年度比率*1
平均総走行キr
中：

平成13年
度実車率

平均延実侭
車両数*2

実働率

上限値*： 下限値*；

東涼 特別区･武

北多摩

南多摩

西多博

二
一
一 878,169,85（

50,438,154

36,582,853

5,930,331

0.9

0.9

0.9

0.9

2,102,104,72

110,090,275

80,469,861

12,728,736

0.44

0．49

0．49

0．52

8,509,62‘

562,669

394,727

66,031

0&8

0．8

0.8’

0.8’

0.9

0.9

0.9

0.9

・神奈ﾉI 県央

湘南

小田．原

64,735,497

10,968,48〔

9,563,825

0.9

0.9

0．9
口

133,411,821

22,821,661

22,601,041

0.50

0．51

0．47

746,325

118,767

149,648

0.81

0.8’

● 0．81

0.9

0.9

0.9

千梨 京葉

東葛

千葉

北越

市原

直房

38,411,134

25,216,893

22，423'412

14.879.447

5,ll6j693

7.219.773

・0．95

0.9

0.9

仏聖

0.9

0．97
－

85,359,762

56,796,76‘

56,023,261

31.505.841

11,494,624

15.108.739

0.49

0.49

0.44

0も47
－

0．51

0．51

467,286

325,602

350,066

189.54C

･103,499

113.709

0.8（

0.8（

0.8（

0．8（

0.7〔

0．75
－

0.9

・0．90

0.9

0.9（
－

0.91

0.91

埼玉 県南中当

県南東高

県南西音

県北

ロ
や 54,510,155

28,041,572

40,863,644

7,828,454

0.9

0.9

0.9

0.9

119,539,940

59,965,546

87,541,991

17,024,520

0．48

0.47

0.50

0.52

739,011

365,517

468,004

135,389

0.8〔

0.8（

0.8（

0.8（

0.91

0.91

0.91

0．91

群殿 束毛 5,560,423 0.9 11,675,549 0.53 92,03（ 0.7〔 0.9（

群馬･埼玉 中・西ヨ 13,971,854 0.91 29,752,590 0．51 282,622 ､0.72 0.9（

茨城 ､県北

水
一

F 県夕

鹿f

県南

県西

Ｑ
Ｄ

6,543,477

10,488,088

3,703,050

13,793,10

4,540,346

0‘9

0.9〔

0．91

0.91

0.91

15,175,236

24,960,052

9，124，76’

31,287,058

9,901,29

0.47

0.50

0．51

0．4P

0.52

121,207

196,239

78，132

237,14（

94,94〔

0.6§

0.71

0.7（

0.7《

0.7：

0.9（

0.9（

0.9〔

0.9〔

0‘9（

栃木 字都匠

県陣

塩ガ’

14,029,333

7,327,496

3,530,283

0.9〔

0.91

0.9〔

30,828,02〔

16,416,48

‐7,807,211

0．51

､0．5］

0．51

214,64〔

143,463

60,535

・0.8（

0.7（

0.74

0.9（

0.9（

0.9（

山梨 甲府 6,137,507 0.9〔 15，140，80 0．41 127,472 0.8（ 0.9（

－3－
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②その他ハイヤー

都道
府県

東京

千卦

埼玉

営業区域
(交通圏）

特別区･武三

京葉

東葛

千梨

県南中戎

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在a 雅離率

その他ハイヤー車両秘 上限*4 下I吸中

499 0.1（ 0.20

9 0.04 0.15

0.1（ 0.20

28 0．21 0.29

17 0.0§ 0.19

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*1.....｢平均対前年度対比｣は､平成21年度から平成26年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2.．…｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実働車両数｣は､平成22年度から平成26年度における総走行キロ及び延実働
車両数の平均値

*3…･･実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値､「下限｣は90％又は平成13年度のいずれか
高い数値．

*4.･…飛離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の雅離率、「下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の雅離率

②その他ハイヤー

都道
府県

東芽

千菜

埼玉

営業区域
(交通圏）

特別区･武三

京菜

東葛

千梨

北越

県南中央

適正車両数の算同

平成26年1月27日現在a
その他ハイヤー車両淵

499

9

28

G

ll2
－

17

雅離率

上限*4

0.1

0.0

0.1（

0．21

0．0（
－

0.0（

下限*4

0.2［

0.15

0．20

0．29

0．19
－

0．19

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*1..…｢平均対前年度対比｣は､平成21年度から平成26年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2．．…｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実働車両数｣は､平成22年度から平成26年度における総走行キﾛ及び延実働
車両数の平均値

*3…b･実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値､「下限｣は90%又は平成13年度のいずれか
高い数値

*4…･･雅離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の雅離率､「下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の雅離率

－4－
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(傍線の部分は改正部分）

改Ⅱ

公不

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性イ
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考え‘
れる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する
なお、適正車両数の算定基礎数値はく別紙のとおりである。

平成27年1月27E

別添のとおりとする

附則（平成27年8月10日一部改正

記

関東運輸局長又野己知

1本公示は、平成27年8月10日から適用する（

附則（平成27年8月19B一部改正）
1本公示は、平成27年8月19日か ら適用する：

現朽

公
一
一
ノ

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えら
れる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する。
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成27年1月27E

関東運輸局長又野己知

１
９
Ｊ

一
証

別添のとおりとする。

平成27年8月19日付一部改正

－1－



都道
府県

東京

神奈ﾉ’

千葉．

埼玉

群馬

群馬･埼玉

茨城

栃オ

山課

営業区域
(交通圏）

特別区・武三

北多摩

南多摩

西多犀

県拭

湘博

小田原

京翼

東葛

千謀

北淵

市屑

倖 房

県南中弦

県南東召

県南西割

県斗’

東宅

中・西零

県北

水 戸 県タ

鹿行

県律

県匝

宇都宮

県南

塩那

甲府

改正

準特定地域における適正車両弾

適正車両数(両）

上限

27,66（

1,741

1,21‘

200

2,43］

374

447

1,45-◆

●

996

1,08〔

746

303

-373

2,39〔

1,217

1,464

399

291

944

431

57

231

774

30（

64《

43（

181

361

下限

24,591

1,555

1,057

177

2,073

332

391

1,287

88E

964

663
●

267

311

2,132

1,081

1,302

355

245

769

329

497

184

627

246

571

374

155

326

平成26年度赤
車両数(両）

28,145

1,749

1,240

20〔

2,227

38（

50］

1,514

1,097

1,364

80〔

38〔
●

422

2,54〔

1,302

1,553

431

329

1,088

485

753

325

927

38ビ

、84E

､519

241

396

(別添）

平成26年度末車両数と

適正車両数(上限)とa
乗離率(％）

1.7

0.0

2.1

4.3

-9.2

3.9

10.8

4.0

9.2

20．5

7.3

21．3

11．8

5.6

6.6

5.7

7.4

11.’

13.I

11.《

24.2

27.4

16.（

△● 20.8

23.9

16.〔

22.4

7.3

※上記｢平成26年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措極法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自薗
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く。）
の数である｡

都道
府県

東京

神奈ﾉ|’

千葉

埼玉

群,馬

群馬･埼玉

茨城

栃木
申

山梨

現行

、

(別添）

準特定地域における適正車両数

営業区刺
(交通圏）

特別区・武三

北多犀

南多犀

西多犀

県央

湘南

小田房

京葉

東葛

千葉

北 総

市 原

南 房

県南中央

県南東部

県南西部

県北

東斗

中・西毛

県．北

オ f 県央

鹿f

県倖

県区

宇都宮

県同

塩ガ’

甲係

適正車両数(両

上限

27,096

1,808

1,247

209

2,467

384

455

1,475

･1,025

1,128

759

314

365

2,469

1,248

1,504

420

294

962

422

592

248

774

306

697

43（
各

201

366

下陥

24,086

1,607

1,086

181

2;104

34

40｛

・1,307

91：

1,002

674

27（

30（

2,195

1,109

1,337

37〔

24〔

78〔

322

511

l9f

627

24〔

619

379

166

325

､台

平成25年度末
車両数(両）

28，158

1,749

1,240

209

2,237

0 ・389

50］

1，51

1,10

1,36

821

385

433

2,552

1,322

1,56:

450

357

1,09〔

488

757

321

934

39

≦841

521

25‘

39‘

平成25年度末車両数と
適正車両数(上限)との
莱離率(％）

3.8

-3.4

－0．6
一

0．0

-10.3
e

、183『

9.2

2.6

7.2

17．5

7.6

● 18．4

15.7

3.3

5.6

3.7

6.7

17.’

12．4

13副

21.（

24.4

17.］

22.〔

17.ピ

､15．6

20.9

7.〔6

※上記｢平成25年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自動
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る6以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である。

●

平成27年8月19日付一部改正
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改正

hー｡

(別紙）

1.算定方法

輸送需要量÷（平均総走行キロ×平成13年度実車率÷平均延実働車両数）÷365÷実働率

※その他ハイヤー(道路運送法施行規則第4条第8項第3号の規定に基づき国土交通大臣が定める区分を定める告示(平成26年国土交通省
告示第59号)第2号に規定するハイヤーをいう｡以下同じ｡）がある営業区域にあっては､算定した一般タクシー(タクシー特措法第2条第9項に
定める砺業用自動車からその他ハイヤー及び個人タクシーを除いたもの｡以下同じ｡）の必要車両数と平成26年1月27日現在の一般タクシー
の車両数の誰離率を用いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し､これを一般タクシーの必要車両数に加えて算定したものである。

甲

2.適正車両数の算定基礎数値

①一般ﾀクシー
●

F露
輸送儒要量の算定

平成26年度
総実車キロ

平均対前
年度比率本

東万 特別区･武三 878,169,85〔 0.99

北多摩 50,438,154 ・0．91

南多摩 36,582,85： 0.98

西多摩 5,930,33］ 0.98

神奈ﾉ11 県央 64,735,491 0.99

湘南 10,968,48（ 0．99

小田原 9,563,825 0.98

千葉 京葉 38,411,134 0．99

東葛 25,216,89〔 0.98

千葉 22,423,412 0.97

北総 14,879,441 0.99

市原 5,116,693 0．97

南房 7,219,773 0.97

埼ヨ 県南中央 54,510,15〔 0.99

県南東剖 28,041,572 0．98

県南西剖 40,863,644 0．98

県北 7,828,454 0.97

群‘り 東毛 5,560,423 0．97

群,馬･埼ヨ 中・西毛 13,971,854 0．98

茨期 県北 6,543,477 0.97

水戸県央 10,488,081 0.98

鹿行 3,703,050 0．97

県南 13,793,10 0.97

県西 4,540,346 0.97

栃オ 宇．都宮 14,029,33： 0.99

県南 7,327,496 0.97

塩那 3,530,283 0.96

山男 甲府 6,137,507 0．96

平均総走行キP
*2

2,102,104,72‘

110,090,275

80,469,86I

12,728,73（

133,411,821

22,821,66（

22,601,04（

85,359,762

56,796,761

56,023,26（

31,505,84（

11,494,624

15,108,73（

119,539,940

59,965,54（

87,541,991

17,024,52（

11,675,54（

29,752,59（

15,175,23（

24,960,052

9,124,76（

31,287,05〔

9,901,291

30,828,02ピ

16,416,48

7,807,21〔

15,140,80

適正車両数の算定

平成13句
度実車斗

0.44

0.4〔

0.4〔

0.52

0.5（

0．51

0.41

0.4〔

･0.4〔

0．44

0.41

0．51

0．51

0.4〔

0.41

0.5〔

0.52

0.5：

0．51

0.47

0.5〔

0．51

0.4§

0.52

0．51●

0．51

0.52

0.46

平均延実側
車両数*2

8,509,624

562,669

394,727

66,035

746,325

118,767

149,648

467,286

325,602

350,066

189,54C

103,499

113,709

739,011

365,517

468,004

135,389

92,03（

282,622

121,207

196,239

78,132

237,140

94,94〔

214,645

143,463

60,539

127,472

実働率

上限値*3 下限値*§

0.8（ 0.9（

0.8（ 069〔

0.8（ 0．92

〃0．80 0.9（

0．80 0.94

0．80 0.9〔

0.80 0.9（

0．80 0．9〔

0.8（ 0.9（

0.8〔 0.9〔

0.8〔 0.9〔

0.7〔 0.9〔

0.7〔 0.9〔

0.8〔 0.9〔

0.8〔 0.9（

0.8（ 0.9〔

0.8〔 0.9〔

0.7（ ・0.9C

0.72 0.9C

0.69 0.90

0.78 0.9C

0.7C 0.90

0.73 0.90

0.73 0．90

0.80 0.90

0.78 0.90

0.74 0．90

0．80 0．90

現行

平成27年8月19日付一部改正
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②その他ハイヤー②その他ハイヤー

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*1．…･｢平均対前年度対比｣は､平成21年度から平成26年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2．…･｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実働車両数｣は､平成22年度から平成26年度における総走行キﾛ及び延実働
車両数の平均値

*3．…･実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値､｢下限｣は90％又は平成13年度のいずれか
高い数値

*4･…･飛離率の｢上限｣は一般タクシーの適派車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛離率、「下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の雅離率

※｢平均対前年度比率｣、｢平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*l…．｡｢平均対前年度対比｣は､平成20年度から平成25年度における総実車キロの対前年度比率の平均{直

*2.．…｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実働車両数｣はぐ平成21年度から平成25年度における総走行キﾛ及び延実働
・車両数の平均値

*3..…実働.率の｢上限｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値､｢下限｣は90%又は平成13年度のいずれか
高 い数値、

*4..…飛離率の｢上限｣は一般タクシーの適旅車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の雅離率､「下限」
は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛離率

｡

都過
府県

営業区域
(交通圏）

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在a
その他ハイヤー車両数

雅離率

上限*‘ 下限*4

東京 特別区･武三 499 0．10 0.20

千藻
一

扉 葉

東蔑

千葉

北綴

（
℃凸

1

28

111

0．04

0.10

0，21

0．09

0.15

0.20

0.29

0.19

埼玉 県南中銑 17 0.09 0.19

進
岬
都
府

営業区創
(交通圏）

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在の
その他ハイヤー車両数

雅離球

上限*4 下限*4

東芹 特別区･武三 49（ 0.1: 0．21

千型 京葉

東葛

千葉

北総

9

28
■

111

0.0：

0.01

0.1（

0.0（

0．14

0.11

0．21

● 0.1〔

埼玉 県南中央 11 0.0（ 0．17

平成27年8月19日付一部改正
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改正 現行

生き可く 公 牙

準特定地域における適正と考えられる車両数について 準特定地域における適正と考えられる車両数につい‐

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性ｲヒ
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えら
れる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する‘
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における準特定地域の適正と考えを
れる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する。
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである‘

平成27年1月27に 平成27年1月2713

関東運輸局長又野己知 関東運輸局長又野己よ

記 記

別添のとおりとする≦ 別添のとおりとする濠

附目|’（平成27年8月10日一部改正）』

1本公示は、平成27年8月10日から適川する。

(傍線の部分は改正部分）

平成27年8月10日付一部改正

－1－



都道
府県

東京

神奈ﾉll

千葉

埼玉

群馬

群馬･埼玉

茨城

栃オ

山昇

営業区域
(交通圏）

特別区・武三

北多摩

南多摩

西多摩

県共

湘陣

小田原

京糞

東晴

千巽

北淵

市腸

陣
一

〃

県南中央

県南東割

県南西割

県北

東宅

中・西韮

水

県北
■■■■■■

戸 県少

,鹿行

県南

県西

宇都宮

県南

塩那

甲府

改正

準特定地域における適正車両数

適正車両数(両）

上限

27,096

1,808

1,247

205

2,46吋

384

455

1,471

1,02（

1,12*

759

314

365

2,46〔

1,24〔

1,504

420

294｡

961

421

591

241

77‘

30（

691

43（

201

36（

下限

24,086

1,607

1,08〔

18（

2,104

34］

40〔

1，307

911

1,002

674

27（

30E

2,19ビ

1,109

1,337

372

248

783

322

515

193

627

246

619

379

166

325

平成25年度末
車両数(両）

28,158

1,749

1,240

20（

2,237

38（

50：

1.51E

1.10E

1,368

82：

38（

43〔

2,552

1,322

1,562

45（

351

1,098

488

757

328

934

397

845

520

254

397

(別添

平成25年度末車両数と
適正車両数(上限)との
飛離率(％）

3.8

－3．4

・－0.（

0.〔

－10.〔

1.3

9．2

2.（

7.2

17．5

7.（

18.4

15．7

3.3

5.ビ

3.7

6.7

17．6

12．4

13．5

21.8

24.4

176

22.（

17.’

15．｜
甲

20.〔■

7.8

※上記｢平成25年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自圃
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である

都進
府県

東涼

神奈ﾉI

千葉

埼玉

群馬

群馬･埼玉

茨城

栃木

山梨

営業区域
(交通圏）

特別区・武三

北多摩

南多摩

西多摩

京浜

県央

湘南

小田腸

京葉

東葛

千葉

北総

市原

南房

県南中央

県南東部

県南西部

県北

東毛

中・西毛

県北
｡

オ 戸 県央

鹿行

県南

県西

宇都宮

県南

塩】

甲係

現行

準特定地域における適正車両謝

適正車両数(両）

上限

27,096

1,808

1,247

20（

6,379

2,467

384

45（

1,475

1,025

1.128

75（

314

36（

2,469

1,248

1,504

42（

294

962

422

592

24〔

774

30ビ

697

439

口 201

366

下限

24,08(

1，60

1,081

18ビ

5,50（

2,104

341

405

1,301

911

1,002

674

276

305

2,19（

1,101

1,331

373

248

・78〔

322

51

193

62‘

241

61（

37｛

16（

32（

平成25年度末
車両数(両

28,158

1.74

1,240

20（

6，901

2,237

38（

501

1,515

1．105

1,368

82］

38〔

43〔

2,552

1,322.

1,562

45（

351

1,098

486

757

328

934

397

○ 845

520

254

397

6

●

(別添

平成25年度末車両数I
適正車両数(上限)とa
禿離率(％）

3.8

-3.4

-0.6

0.C

7.6

－10．3

1.3

9.2

2.6

7.2

巾 17．5

7.6

18．4

15．7

3.｛

5.6

3.7

6.7

17．6

12．4

13.E

21．8

24.4

17．1

22.9

17．5

15．6

20.9

7.8

※上記｢平成25年度末車両数｣は､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措置法(以下｢タクシー特措法｣という｡）第2条第9項に定める事業用自駁
車(一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限る｡以下｢個人タクシー｣という｡）を除く｡）
の数である。
● ゆ

平成27年8月10日付一部改正
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改正

(別紙I

1.算定方法

輸送需要鐘÷（平均総走行キロ×平成13年度実車率÷平均延実働車両数）÷365÷実働率

※その他ハイヤー(道路迎送法施行規則第4条第8項第3号の規定に基づき国土交通大臣が定める区分を定める告示(平成26年国土交通省
告示第59号)第2号に規定するハイヤーをいう｡以下同じ｡）がある営業区域にあっては､算定した一般タクシー(タクシー特措法第2条第9項に
定める事業用自動車からその他ハイヤー及び個人タクシーを除いたもの｡以下|同lじ｡）の必要車両数と平成26年1月27日現在の一般タクシー
の車両数の乗離率を用いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し､これを一般タクシーの必要車両数に加えて算定したものである

2.適正車両数の算定基礎数値

①一般ﾀクシー

｢雨｢扇
輸送需要員の算定 適正車両数の算定

平成25年ロ
総実車キ【

平均対前
年度比率＊

平均総走行キロ
*2 避鐘

平均延実働
車向数*2

実働率

上限値*3 下限値*《

東芽 特別区･武三 878,529,18（ 0.97 2,169,030,571 0.44 8,817,241 0.80 0.90

北多摩 52,264,763 0.97 112,549,007 0.4〔 579,859 0.8〔 0.9（

南多摩 37,852,749 0.97 82,506,422 0.4〔 406,554 0.80 0．92

西多摩 6,176,499 0．97 12,994,757 0．52 68,495 0．80 0．9（

神奈ﾉI 県央 66,460,694 0.97 135,674,121 0．50 761,554 0.80 0.94

湘南 11,273,776 0.98 23,221,113 0．51 120,832 0.80 0．90

小田原 9,828,981 0.96 23,188,872 0．47 155,162 0．80 0.9〔

千藻 京葉 39,281,032 0.97 86j900,914 0．49 477,796 0．80 0．9〔

東葛 、26,007,88（ 0.97 57,671,481 0.4（ 333,325 0．80 0.9〔

千葉 23,530,074 0.96 57,713,762 0．44 360,675 0.8〔 0．9（

北総 14,972,096 0．97 31,990,317 0.47 199,078 0.8〔 0.9〔

市原 5,389,162 0.95 11,864,847 0．51 107,154 0.75 0.9（

南房 7,227,798 0．9 15,589,965 0．51 117，221 0.76 0.9〔

埼玉 県南中少 56,206,086 0．9 121,738,933 0.46 759,441 0.8〔 0．9〔

県南東部 29,020,394 0．9 61,067,68ビ 0.47 378,176 0.8〔 0.9〔

県南西割 42，108，117 0．9 89,269,59ビ 0．5［ 480,816 0.8C 0.9C

県北 8,192,136 0．9 17,534,892 0．52 143，211 0.8C 0.9C

群馬 東宅 5,636,951 0．9 11,990,801 0.53 97,302 0．76 0.9C

群馬･埼玉 中・西圭 14，211，655 0．9 30,305,182 0．51 295,179 0.73 0.9C

茨城 県北 6,503,46： 0.91 15,491,611 0.47 124,968 0.69 0．90

水戸県火 10,976,977 0.9‘ 25,326,168 0.50 200,267 0．78 0．90

鹿行 3,910,474 0.91 9,331,505 0．51 80ｳ445 0.70 0．90

県南 13,967,408 0.91 32,350,516 0.49 246,554 0.73 0.90

県西 4,621,404 0．94 10,173,775 0.52 98,964 0.73 0.90

栃木 字都営 15,084,681 0.91 31,299,079 0．51 223,614 0.80 0.90

県陣 7,461,454 0.9（ 16,804,670 0．51 149,67 0.78 0．90

塩】’ 3,793,973 0．94 8,038,96C 0.52 63,781 0.74 0.90

山梨 甲爪 6,284,558 0.94 15,719,402 0．46 131,84 0.80 0.90

現行

平成27年8月10日付一部改正
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②その他ﾉ､イヤー

都迩
府岬

東諒

千卸

埼玉

営業区期
(交通圏

特別区･武三

京葉

東葛

千葉

北総

県南中央

適正車両数の算面

平成26年1月27日現在の 飛離嘩

その他ハイヤー車両数 上限*4 下限*4

49（ 0．12 0.22

9 0.03 0.14

0.07 0．17

28 0.18 0.21

11 0．08 0.1〔

11 0.06 0．11

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*l…．｡｢平均対前年度対比｣は､平成20年度から平成25年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2…｡．｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実働車両数｣は､平成21年度から平成25年度における総走行キﾛ及び延実働
車両数の平均値

*3･…･実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値､「下限｣は90%又は平成13年度のいずれか
高い数値

*4..…雅離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の乗離率、「下限」
は一般タクシーの適正車両数の卜．限値と平成26年1月27日現在の車両数の乗離率

②その他ハイヤー

都道
府県

東万

神奈ﾉ’

千乳

埼ヨ

営業区域
(交通圏）

特別区・武三
一

ﾉヌ 浜

京葉

東薗

千葉

北総

県南中央

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在の
その他ハイヤー車両数

499

40

28

112

17今

飛離率

上限*4

0.1

0.1’

0.0

0.0

0.1

0．0

0．0

下限*‘

0．22

0.22

0614

0．17

0.27

0.18

0．17

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記戦しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

＊1.…･｢平均対前年度対比｣は､平成20年度から平成25年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

＊2.…･｢平均総走行キロ｣及び｢平均延実働車両数｣は､平成21年度から平成25年度における総走行キロ及び延実働
車両数の平均値

＊3..…実働率の｢上限｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値､「下限｣は90%又は平成13年度のいずれか
高い数値

＊4..…乗離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の雅離率､「下限」
は一般タクシーの適正車両数のド限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛離率

0－'。，

平成27年8月10日付一部改正
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